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株式会社ラックランド 



連 結 貸 借 対 照 表 

（平成22年12月31日現在） 
（単位 千円）  

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 5,730,240 

支 払 手 形 1,258,404 

買 掛 金 2,988,954 

短 期 借 入 金 1,150,000 

未 払 金 90,889 

未 払 法 人 税 等 20,030 

賞 与 引 当 金 8,144 

受 注 損 失 引 当 金 2,491 

そ の 他 211,325 

固 定 負 債 5,479 

繰 延 税 金 負 債 244 

そ の 他 5,235 

負 債 合 計 5,735,720 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 3,450,634 

資 本 金 1,524,493 

資 本 剰 余 金 1,716,060 

利 益 剰 余 金 683,671 

自 己 株 式 △473,592 

評 価・換算 差額等 32,523 

その他有価証券評価差額金 32,523 

新 株 予 約 権 29,120 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

固 定 化 営 業 債 権 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金   

6,332,122 

2,277,879 

192,704 

3,094,092 

1,965 

556,661 

69,996 

77,134 

74,964 

△13,276 

2,915,875 

1,987,417 

198,443 

896 

1,694,385 

93,692 

22,594 

14,335 

8,258 

905,863 

655,025 

298,218 

138,562 

△185,942   純 資 産 合 計 3,512,277 

資 産 合 計 9,247,998 負債及び純資産合計 9,247,998 
 



連 結 損 益 計 算 書 

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日 )   

（単位 千円）  

科 目 金 額 

売 上 高 13,713,928 

売 上 原 価 12,493,221 

売 上 総 利 益 1,220,706 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,184,522 

営 業 利 益 36,184 

営 業 外 収 益 54,694 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 14,650 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 40,044 

営 業 外 費 用 28,222 

支 払 利 息 14,496 

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 235 

そ の 他 の 営 業 外 費 用 13,490 

経 常 利 益 62,657 

特 別 利 益 136,297 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 201 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 136,096 

特 別 損 失 45,252 

固 定 資 産 除 却 損 413 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 30,656 

工 事 発 注 損 失 10,100 

そ の 他 の 特 別 損 失 4,082 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 153,702 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,309 

法 人 税 等 調 整 額 △14,183 

当 期 純 利 益 157,577 
 



連結株主資本等変動計算書 

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日 )   

（単位 千円）  
株 主 資 本 

  
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

前 期 末 残 高 1,524,493 1,716,060 562,648 △437,586 3,329,616 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当   △36,553  △36,553 

当 期 純 利 益   157,577  157,577 

自己株式の取得    △5 △5 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）      

当期変動額合計 － － 121,023 △5 121,018 

当 期 末 残 高 1,524,493 1,716,060 683,671 △473,592 3,450,634 
  
  

評価・換算差額等   

  
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

新株予約権 純資産合計 
  

前 期 末 残 高 △10,235 △10,235 23,219 3,342,600  

当 期 変 動 額      

剰余金の配当    △36,553  

当 期 純 利 益    157,577  

自己株式の取得    △5  

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 42,758 42,758 5,900 48,659  

当期変動額合計 42,758 42,758 5,900 169,677  

当 期 末 残 高 32,523 32,523 29,120 3,512,277  
 



連 結 注 記 表 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
１．連結の範囲に関する事項 

  すべての子会社を連結しております。  
  連結子会社の数          １社 
  連結子会社の名称         株式会社ケークリエイト  

前連結会計年度において連結子会社でありました株式

会社ラアペックは清算結了したため、連結の範囲から

除いております。なお、清算結了時までの損益計算書

は連結しております。 
  

２．持分法の適用に関する事項 
持分法を適用した関連会社の数     １社 
関連会社の名称            株式会社ラゾ 
  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項  
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。  
  

４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
 その他有価証券 

 時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 
 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によって 
  おります。) 

 時価のないもの 
 移動平均法による原価法を採用しております。 

②たな卸資産 
商品・原材料・仕掛品 
個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)を採用しております。 
貯蔵品 
 最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく 
 簿価切下げの方法により算定)を採用しております。  

  
(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く） 
レンタル器具 

経済的、機能的な実情を勘案した合理的な耐用年数に基づいた定額法で処理しており

ます。 



レンタル器具以外 
定率法を採用しております。 
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 
②無形固定資産(リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 
③リース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12

月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。  
④長期前払費用 

定額法を採用しております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  
(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 
②製品保証引当金 

売上にかかわる瑕疵担保責任に備えるため、売上高に対する過去の保証実績率により計上

しております。 
③賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。 
④受注損失引当金 

受注契約の損失に備えるため、当連結会計年度末の請負案件のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積もることが可能な請負案件については、翌連結会計年

度以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。 
  

(4)重要な収益及び費用の計上基準 

売上高及び売上原価の計上基準 

①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる制作に係る請負案件 
工事進行基準（請負案件の進捗率の見積りは原価比例法） 

②その他の制作に係る請負案件 
工事完成基準 
  



(5)その他連結計算書類の作成のための重要な事項   
    消費税及び地方消費税の会計処理 
     税抜方式を採用しております。 
  

５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項     
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 
  

６．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 
売上高及び売上原価の計上基準 
制作に係る請負案件の収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりま

したが、当連結会計年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第18号 平成19年12月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した請負案件から、当連結

会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる請負案件（工期がごく短期

間のもの等を除く）については工事進行基準（請負案件の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の請負案件については工事完成基準を適用しております。 
なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。 

   
連結貸借対照表に関する注記 
１. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
２. 有形固定資産の減価償却累計額 707,039千円

 ３. 当連結会計年度の末日は金融機関が休業日でありましたが、当連結会計年度末日満期手形 
については満期日に決済が行われたものとして処理しております。 
なお、当連結会計年度末日満期手形は次のとおりであります。 
受取手形 3,962千円

支払手形 7,840千円

４. 損失が見込まれる請負案件に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ております。  
損失の発生が見込まれる請負案件に係るたな卸資産のうち、受注損失引当金に対応する額は657

千円（うち、仕掛品657千円）であります。 
  

連結損益計算書に関する注記 
１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
２．売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額         2,491千円   
  

連結株主資本等変動計算書に関する注記 
１. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
２. 発行済株式の種類及び総数に関する事項   

株 式 の 種 類 
前 連 結 会 計 
年 度 末 株 式 数 

（株） 

当連結会計年度 
増 加 株 式 数 

（株） 

当連結会計年度 
減 少 株 式 数 

（株） 

当 連 結 会 計 
年 度 末 株 式 数 

（株） 

普 通 株 式 7,864,000 ― ― 7,864,000 

合 計 7,864,000 ― ― 7,864,000 
  



３. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
平成22年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

(1) 株式の種類 普通株式

(2) 配当金の総額 36,553千円

(3) １株当たり配当金額 5.00円

(4) 基準日 平成21年12月31日

(5) 効力発生日 平成22年３月31日

４. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 
平成23年３月30日開催の定時株主総会の議案として、配当に関する事項を次のとおり提案して

おります。 
(1) 株式の種類 普通株式

(2) 配当金の総額 51,175千円

(3) １株当たり配当金額 7.00円

(4) 基準日 平成22年12月31日

(5) 効力発生日 平成23年３月31日

５．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の 
    目的となる株式の種類及び数 
    平成18年３月30日開催の定時株主総会決議によるストック・オプション 

普通株式   105,000株 
  平成20年３月28日開催の定時株主総会決議によるストック・オプション 

普通株式   416,000株  
  
金融商品に関する注記 
１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 
当社グループは、一時的な余資は短期的な預金等に限定した運用をし、また、短期的な運転

資金を銀行借入により調達しております。 
(2) 主な金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、当社グループの債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う

とともに、毎月回収遅延債権の把握及び対応の検討会議を開催し、回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。また、主な取引先の信用状況を原則１年ごとに把握し、与信限度額を見直

す体制としております。 
投資有価証券は、市場価格のある株式は市場価格の変動リスクに、市場価格のない株式は投

資先の信用リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、四半

期ごとに各保有銘柄の時価又は実質価額並びに含み損益が取締役会に報告されております。 
当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融

資産の貸借対照表価額により表わされています。 
営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。短期借入金

は、運転資金に係る資金調達であります。営業債務及び短期借入金は、流動性リスク（支払期

日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されておりますが、当社グループでは、各社が月

次で資金繰計画を作成し管理しております。 



(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 
  
２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表に

は含めておりません((注)２．参照)。  

  
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

 （1）現金及び預金 2,277,879 2,277,879 － 

 （2）受取手形 192,704 192,704 － 

 （3）売掛金 3,094,092 3,094,092 － 

 （4）投資有価証券    

    その他有価証券 648,428 648,428 － 

  資産計 6,213,104 6,213,104 － 

 （1）支払手形 1,258,404 1,258,404 － 

 （2）買掛金 2,988,954 2,988,954 － 

 （3）短期借入金 1,150,000 1,150,000 － 

  負債計 5,397,359 5,397,359 － 

 （注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
資 産 
（1）現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 
（2）受取手形、（3）売掛金 

受取手形及び売掛金は、概ね短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
（4）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
負 債 
（1）支払手形、（2）買掛金、（3）短期借入金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。 



    ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

 非上場株式 563  

 関連会社株式 6,034  

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、「（4）投資有価証券」には含めておりません。 
     

(追加情報) 
 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10

日)及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年

３月10日)を適用しております。 
  
賃貸等不動産に関する注記 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
  
(追加情報)  
 当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20

号 平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。 
  

１株当たり情報に関する注記 
１. １株当たり純資産額 476円45銭

２. １株当たり当期純利益 21円55銭
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貸 借 対 照 表 

（平成22年12月31日現在） 
（単位 千円）   

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 5,720,491 

支 払 手 形 1,258,404 

買 掛 金 2,983,773 

短 期 借 入 金 1,150,000 

未 払 金 90,762 

未  払  費  用 113,117 

未 払 法 人 税 等 19,953 

前   受   金 40,708 

預   り   金 33,509 

前  受  収  益 11,793 

製 品 保 証 引 当 金 2,700 

賞 与 引 当 金 8,144 

受 注 損 失 引 当 金 2,491 

そ の 他 5,132 

固 定 負 債 5,479 

繰 延 税 金 負 債 244 

そ の 他 5,235 

負 債 合 計 5,725,971 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 3,501,302 

資 本 金 1,524,493 

資 本 剰 余 金 1,716,060 

資 本 準 備 金 1,716,060 

利 益 剰 余 金 734,339 

利 益 準 備 金 76,451 

そ の他利益 剰余金 657,888 

繰 越 利 益 剰 余 金 657,888 

自 己 株 式 △473,592 

評 価・換算 差額等 32,523 

その他有価証券評価差額金 32,523 

新 株 予 約 権 29,120 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

従業員長期貸付金 

関係会社長期貸付金 

固 定 化 営 業 債 権 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 及 び 保証金 

会 員 権 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金   

6,313,025 

2,260,886 

192,704 

3,073,564 

1,965 

555,532 

69,996 

33,786 

77,134 

60,730 

△13,276 

2,975,891 

1,987,417 

196,590 

1,852 

896 

93,692 

1,694,385 

22,594 

14,335 

8,258 

965,879 

648,991 

15,050 

888 

51,000 

298,218 

30,260 

76,174 

30,950 

288 

△185,942   
純 資 産 合 計 3,562,945 

資 産 合 計 9,288,917 負債及び純資産合計 9,288,917 
 



損 益 計 算 書 

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日 )   

（単位 千円）  
科 目 金 額 

売 上 高 13,654,396 

売 上 原 価 12,458,754 

売 上 総 利 益 1,195,641 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,178,612 

営 業 利 益 17,028 

営 業 外 収 益 54,922 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 15,687 

仕 入 割 引 16,865 

不 動 産 賃 貸 料 16,033 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 6,334 

営 業 外 費 用 27,992 

支 払 利 息 14,502 

不 動 産 賃 貸 原 価 10,045 

支 払 手 数 料 1,941 

そ の 他 の 営 業 外 費 用 1,503 

経 常 利 益 43,958 

特 別 利 益 136,297 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 201 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 136,096 

特 別 損 失 45,989 

固 定 資 産 除 却 損 413 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 30,656 

工 事 発 注 損 失 10,100 

そ の 他 の 特 別 損 失 4,819 

税 引 前 当 期 純 利 益 134,266 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,097 

法 人 税 等 調 整 額 △14,183 

当 期 純 利 益 138,352 
 



株主資本等変動計算書 

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日 )   

（単位 千円）  
株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金   
資 本 金 

資 本 
準 備 金 

資本剰余金 
合 計 

利 益 
準 備 金 別 途 

積 立 金 
繰越利益 
剰 余 金 

利益剰余金 
合 計 

自己株式 株主資本 
合 計 

前 期 末 残 高 1,524,493 1,716,060 1,716,060 76,451 665,000 △108,910 632,540 △473,586 3,399,508 

当 期 変 動 額          

別途積立金の取崩     △665,000 665,000 －  － 

剰余金の配当      △36,553 △36,553  △36,553 

当 期 純利 益      138,352 138,352  138,352 

自己株式の取得        △5 △5 

株主資本以外の項目の 
当 期 変動 額 ( 純額 )          

当期変動額合計 － － － － △665,000 766,799 101,799 △5 101,793 

当 期 末 残 高 1,524,493 1,716,060 1,716,060 76,451 － 657,888 734,339 △473,592 3,501,302 
  
  

評価・換算差額等           
  

その他有価証
券評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

新 株 
予 約 権 

純 資 産 
合 計 

          

前 期 末 残 高 △10,235 △10,235 23,219 3,412,492      

当 期 変 動 額          

別途積立金の取崩    －      

剰余金の配当    △36,553      

当 期 純利 益    138,352      

自己株式の取得    △5      

株主資本以外の項目の 
当 期 変動 額 ( 純額 ) 42,758 42,758 5,900 48,659      

当期変動額合計 42,758 42,758 5,900 150,452      

当 期 末 残 高 32,523 32,523 29,120 3,562,945      
 



個 別 注 記 表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によってお 

 ります。） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・原材料・仕掛品 

個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定)を採用しております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定)を採用しております。 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く） 

レンタル器具 

経済的、機能的な実情を勘案した合理的な耐用年数に基づいた定額法で処理しておりま

す。 

レンタル器具以外 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

(3) リース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 



(4) 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(2) 製品保証引当金 

売上にかかわる瑕疵担保責任に備えるため、売上高に対する過去の保証実績率により計上

しております。 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当期の負担額を計上しておりま

す。 

(4) 受注損失引当金 

受注契約の損失に備えるため、当事業年度末の請負案件のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もることが可能な請負案件については、翌事業年度以降に発

生が見込まれる損失額を計上しております。 

  

４．収益及び費用の計上基準  

売上高及び売上原価の計上基準 

①当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる制作に係る請負案件 

工事進行基準（請負案件の進捗率の見積りは原価比例法）  

②その他の制作に係る請負案件 

工事完成基準 

  

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  

６．重要な会計方針の変更  

売上高及び売上原価の計上基準 

制作に係る請負案件の収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりま

したが、当事業年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 

平成19年12月27日）を適用し、当事業年度に着手した請負案件から、当事業年度末までの

進捗部分について成果の確実性が認められる請負案件（工期がごく短期間のもの等を除

く）については工事進行基準（請負案件の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の請

負 案 件 に つ い て は 工 事 完 成 基 準 を 適 用 し て お り ま す 。 

なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。   



貸借対照表に関する注記 

１. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２. 有形固定資産の減価償却累計額 707,039千円

３. 当事業年度の末日は金融機関が休業日でありましたが、当事業年度末日満期手形については満

期日に決済が行われたものとして処理しております。 

なお、当事業年度末日満期手形は次のとおりであります。 

受取手形 3,962千円

支払手形 7,840千円

４. 関係会社に対する金銭債権債務(区分表示したものを除く)         

   短期金銭債権                        18,000千円 

   短期金銭債務                          265千円 

５. 損失が見込まれる請負案件に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ております。  

損失の発生が見込まれる請負案件に係るたな卸資産のうち、受注損失引当金に対応する額は

657千円（うち、仕掛品657千円）であります。 

  

損益計算書に関する注記 

１. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２. 関係会社との取引高 

   営業取引による取引高  

     売上高                          8,300千円 

    売上原価                         750千円 

    販売費及び一般管理費                  1,261千円 

    営業取引以外の取引による取引高                         1,266千円 

３．売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額         2,491千円 

  

株主資本等変動計算書に関する注記 

１. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項   

株 式 の 種 類 
前 事 業 年 度 末 
株 式 数 

（株） 

当事業年度増加 
株 式 数 

（株） 

当事業年度減少 
株 式 数 

（株） 

当 事 業 年 度 末 
株 式 数 

（株） 

普 通 株 式 553,260 20 ― 553,280 

合 計 553,260 20 ― 553,280 
  
（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加20株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  



税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

  (流動資産)      

  繰延税金資産       

  税務上の繰越欠損金  66,940千円 

  

  

未払事業税  

未払事業所税 

2,528千円 

1,831千円 

  賞与引当金 3,313千円 

  受注損失引当金 1,013千円 

  たな卸資産評価損 2,953千円 

  工事発注損失  6,062千円 

  その他 1,505千円 

  

  

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

86,150千円 

△9,016千円 

  繰延税金資産合計   77,134千円   
  (固定資産及び固定負債)      

  繰延税金資産      

  会員権評価損 55,007千円 

  貸倒引当金 75,576千円 

  投資有価証券評価損 80,158千円 

  減損損失 97,710千円 

  繰延税金資産小計 308,452千円 

  評価性引当額 △308,452千円 

  繰延税金資産合計 －千円 

  繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 244千円 

  繰延税金負債合計 244千円 

  繰延税金資産（負債）の純額 (244)千円 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



リースにより使用する固定資産に関する注記  

１．リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」等の適用初年度開始前の所有権移転 

外ファイナンス・リース取引  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末 

  残高相当額 

  取得価額相当額 
（千円） 

減価償却累計額相当額 
（千円） 

期末残高相当額 
（千円） 

車 両 運 搬 具 3,812 1,800 2,012 

合 計 3,812 1,800 2,012 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める 

 割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等    

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内   635千円 

１年超 1,376千円 

合計 2,012千円 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末 

 残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

 支払リース料 635千円

 減価償却費相当額 635千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法   

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（減損損失について）   

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

２．オペレーティング・リース取引     

   オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

１年内 8,381千円

１年超 10,477千円

合計 18,859千円

                           

１株当たり情報に関する注記 

１. １株当たり純資産額 483円38銭

２. １株当たり当期純利益 18円92銭




